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円
※上記「設計委託費」は、別添積算書（見積参考）の「工事価格」によるものとする。

円

４　着手

　　受託者は、本役務を実施するにあたり、役務着手前に次の書類を提出するものとする。

 (1)　業務着手届（様式４）

 (2)　担当技術者等指定通知書（様式５）

 (3)　業務日程表（様式６）

５　完了

　　受託者は、本役務の完了後、速やかに次の書類を提出するものとする。

 (1)　完了届（様式９）

設 計 委 託 費

丘珠川ほか５暗渠河川調査業務
役務名

一金 総 委 託 費

内訳

消費税等相当額

役      務     説     明

１　役務の概要

　　本業務は、「札幌市河川施設等維持管理計画」に基づき、本市の管理河川のうち緊急輸送路下に

　位置する暗渠河川（丘珠川・三角街道排水・雁来中央支線排水・新琴似4支線排水・屯田第3支線排水

　・５番通排水）について、施設の健全度を把握するための管内カメラ調査を実施するものである。

２　履行期間

　　契約締結日から令和5年1月18日までとする。

札　幌　市

３　仕様書等

　　下水道管路保全業務仕様書【本管調査編】、大口径管テレビカメラ調査業務仕様書【維持作業編】

　　（共に下水道河川局庁舎1階閲覧室で公開）および特記仕様書による。

 (2)　仕様書等に定める成果物



1, 交通誘導警備員について

　交通誘導警備員は、下記に示す人員を見込んでいる。現地の状況、その他関係機関との

協議により配置人員の増減、追加等が生じた場合は、業務監督員と別途協議すること。

※　交通誘導警備員Aとは、交通誘導警備業務１級または２級検定合格の資格をもつ警備員で、

　交通誘導警備員Bとはそれ以外のものをいう。

※　公安委員会認定路線での作業時には、交通誘導警備員Aを１人以上配置すること。また、

　業務監督員に交通誘導警備員Aとしての資格が分かる書類を提示し、確認を受けること。

※　公安委員会認定路線の確認は北海道警察本部のホームページで行うこと。

2, 着手日について

　本業務の着手日は、令和4年9月21日と想定して履行期間の設定及び積算を行っているが、

契約後の着手日が想定した日と異なったとしても設計変更の対象とはしない。

3, 履行期間について

　本業務における履行期間は、本管調査・清掃作業の他に調査結果の判定及び報告書等の

作成期間も考慮している。

4, 本管調査及び清掃について

　本管調査工及び清掃工の数量については、想定数量であり作業を確定するものではない。

調査及び清掃の数量については現地調査の結果に基づき、業務監督員が別途協議すること

とし、協議確定後に清掃及び調査を行うものとする。ただし、過年度に現地調査済みの

暗渠河川については、過年度資料を貸与する。

　なお、これにより難い場合は業務監督員と協議し、決定すること。

5, 作業時間帯について

　本業務の作業時間については昼間（9～17時）としているが、必要に応じて

交通管理者と協議等を行い、作業時間の変更等が生じた場合は、業務主任と協議し、

適切に対応すること。

特　　記　　仕　　様　　書

調査箇所 標準作業帯 工　種 配置人員 誘導員種別

公安委員会
認定路線

昼間
調査工
清掃工

３人以上 交通誘導警備員A・B

上記以外 昼間
調査工
清掃工

３人以上 交通誘導警備員B
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6, 本業務積算時に使用する書籍等について

　・下水道施設維持管理積算要領-管路施設編-2020年版　社団法人　日本下水道協会

　・下水道管路管理積算資料-2019-　公益社団法人　日本下水道管路管理業協会

　・土木工事標準積算基準書(共通編)　令和3年度　国土交通省

　・令和2年度版建設機械等損料表　北海道補正版　一般社団法人　日本建設機械施工協会

下水道河川局庁舎1階閲覧室で公開しているもの

　・大口径管テレビカメラ調査業務積算単価一覧表（経費計算説明書含む。）

（対象：見積参考内【策定単価】）

7, 本業務の清掃工における発生土の運搬等に関しては、次のとおりとする。

(1)発生土の搬出先は、下水道河川局東米里浚渫土一時堆積場(札幌市白石区東米里地区）

　とする。

(2)受託者は、土砂の積替保管を行ってはならない。

(3)悪臭の発生防止に努めること。

(4)他の廃棄物との混合を行ってはならない。

(5)運搬物が漏出又は飛散しないよう留意し、河川施設又は路面などが汚染した場合は、

   受託者の責任において速やかに清掃、洗浄を行うこと。

(6)搬出先においては、場内の路面状態に応じて、必要であれば敷鉄板等で通路を養生し、

　 安全に留意すること。

(7)その他廃棄物が発生した場合は、業務監督員と協議し、その指示に従うこと。

8, 諸法令の遵守について

 受託者は、本業務に関する事項及び作業上知り得た一切の事項について、これを外部に

漏洩してはならない。

 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって個人情報を取り扱う際には、

別記「個人情報取扱注意事項」を守らなければならない。

9, その他

　本仕様書に定めのない事項又は疑義が生じた事項は、その都度協議の上、これを定める

こととする。

-2-



 様式 4 役務着手届 

業 務 着 手 届 

   年  月  日 

札幌市長 秋元 克広  様 

   （住所） 

受託者 

   （氏名）               

下記業務（役務）は     年  月  日着手したのでお届けします｡ 

記 

１ 役務番号     第      号 

２ 役務の名称 



様式 5 技術者等指定通知書（役務用） 

担当技術者等指定通知書 

    年  月  日 

札幌市長 秋元 克広  様 

   （住所） 

受託者 

   （氏名）               

役務番号 役務の名称 

上記業務（役務）に係る担当技術者等を次のとおり定めたので、別紙経歴書を添

えて通知します｡ 

区  分 氏  名 備  考 

・ 「区分」欄には、業務内容に応じ、名称をそれぞれ記載すること。 

・ 技術者等と受託者との直接的かつ恒常的な雇用関係を確認できる書類（健康保険証

の写し等）を添付すること。 



（別紙） 技術者経歴書（役務用） 

○○技術者  経歴書 

現住 所 

氏 名  生年月日      年  月  日

最終学歴 

卒 業 年 月 学 校 名 専 攻 学 科 

  年  月

職 歴 

  年  月
          入社

（  年  月退職）

  年  月                入社

技術資格 

  年  月  取得№ 

  年  月  取得№ 

主
要
業
務
経
歴

業  務  名 受託金額（千円） 履行期間 

直
前
１
年
分

年 月

年 月

年 月

年 月

直
前
２
年
分

年 月

年 月

年 月

年 月

  上記のとおり相違ありません。 

        年  月  日 

                  氏  名              

注）最終学歴は、小学校、中学校、高等学校、短期大学、大学又は高等専門学校のいず

れかを記載し、専修学校、各種学校等は記載しないこと。  



様式 6 役務日程表 

業 務 日 程 表 

  年  月  日

  札幌市長 秋元 克広 様 

（住 所） 

受託者 

（氏 名）                

 下記業務（役務）について、別紙日程をもって履行します。 

記 

１ 役務番号    第     号 

２ 役務の名称 

          着  手   平成   年   月   日 

 ３ 履行期間 

          完  了   平成   年   月   日 
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 日 程 表（別紙） 

 ※この別紙は適宜変更して使用することができる。 

業  種 数 量 単位 日数
月 月 月 月 月

備考 
_5 10 15 20 25 _5 10 15 20 25 _5 10 15 20 25 _5 10 15 20 25 _5 10 15 20 25 



役務－第９号様式　完了届

住 所

商号又は名称

職 ・ 氏 名 印

備考　札幌市競争入札参加資格者（物品・役務）は、電子メールによる提出（押印不要）を
　　可とする。送信先等の提出方法は札幌市の指示に従うこと。

受付 印

職

職

年　　月　　日

（　以 下 、札 幌 市 使 用 欄　）

完　了　届

年　　月　　日

（あて先）札幌市長

名　称

完了を確認した職員

　　　年　月　日上記のとおり完了届の提出があったので，この役務の履行検査に係る検
査員及び立会人については次の者に命じ、　　年　月　日に検査を実施してよろしいか。

検査員

立会人

氏　名

氏　名

上記役務は，　　年　　月　　日に完了したのでお届けします。

（なお，完了した役務の内容は，作業日誌等にて逐次報告したとおりです。）

課　長 係　長 係



別 記

「個人情報取扱注意事項」 

（個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、個人情報を取り扱う際に

は、個人の権利利益を侵害することのないように努めなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって知り得た個人情報を他に漏

らしてはならない。 

２ 受託者は、その使用する者がこの契約による業務を処理するに当たって知り得た個

人情報を、他に漏らさないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とす

る。 

（再委託等の禁止） 

第３ 受託者は、この契約による業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

ただし、あらかじめ、委託者が書面により承諾した場合は、この限りではない。 

（複写、複製の禁止） 

第４ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、委託者から提供された個

人情報が記録された資料等を、委託者の承諾を得ることなく複写し、又は複製をして

はならない。 

（目的外使用の禁止） 

第５ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、委託者から提供された個

人情報を目的外に使用し、又は第三者に提供してはならない。 

（資料等の返還） 

第６ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、委託者から提供された個

人情報が記録された資料等を、業務完了後速やかに委託者に返還するものとする。た

だし、委託者が別に指示したときは、その方法によるものとする。 

（事故の場合の措置） 

第７ 受託者は、個人情報取扱注意事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあ

ることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。 

（契約解除及び損害賠償） 

第８ 委託者は、受託者が個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、契約

の解除及び損害賠償の請求をすることができる。 




























